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区　分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 338,649 円 44 歳 4 カ月

１. 給与費とその内訳（平成 27 年度普通会計当初予算額）

２. 平均給料月額・平均年齢（平成27年4月1日現在）

区　分 月 額 期末手当
市 長

給料
1,026,000 円　 

　▶6 月期
　　1.55 月分
　▶12 月期
　　1.55 月分
　計3.10 月分

副市長 850,000 円　

教育長 722,000 円　

議 長
報酬

584,000 円　

副議長 513,000 円　

議 員 475,000 円　

５. 給与費の推移（各年度普通会計当初予算額）

３. 主な手当（平成 27 年度）

４. 特別職の給料など（平成 27 年度）

区分 内　　容

扶
養
手
当

�配偶者　　　　　　　　　月額 13,000 円
�配偶者以外の扶養親族　　月額　6,500 円
�満16歳の年度始めから満22歳の年度末ま
　での子 1 人の加算額　　　月額　5,000 円

期
末
手
当

勤
勉
手
当

支給の時期 期末手当
勤勉手当 計

６月期 1.225 月分
0.75 月分 1.975 月分

12 月期 1.375 月分
0.75 月分 2.125 月分

退
職
手
当

区分 自 己 都 合 定年・勧奨
 勤続 20 年 20.445 月分 25.55625 月分

 勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分

 勤続 30 年 36.105 月分 42.4125 月分

※定年前早期退職者への加算措置あり

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

目標 1,394 人 1,375 人 1,351 人 1,317 人 1,292 人

実績 1,391人 1,360人 1,325人 1,289人 1,267人

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度
74 億

7 千万円
73 億

7 千万円
72 億

1 千万円
73 億

5 千万円
75 億

1 千万円

７. 定員の適正化（各年度 4 月1日現在）

市職員の給与などの状況を
お知らせします。

職員数 給与費 前年度比

1,161 人

給料 49 億 7,866 万円

2.1％
職員手当 7 億 3,082 万円

期末勤勉手当 18 億　149 万円
計　75億1,097 万円

６. ラスパイレス指数の推移（各年度4月1日現在）
　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料月額を
100 とした場合の地方公務員の比率です。

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

98.3 106.2※ 106.0※

（102.8） 97.6 98.2

　鳥取市定員適正化計画に基づき、目標を上回る職員
削減を行っています。

　本市職員の「給与」には、基本給である「給料」と、扶養・期末・勤勉手
当などの「諸手当」があります。これらは地方公務員法の規定に基づき、国
の人事院勧告などを参考に市議会の審議を経て条例で定められています。
　また、鳥取市定員適正化計画（平成23年3月改定）に基づき、組織、業
務執行体制の見直しと新規採用の抑制に努め、平成27年4月1日時点では、
本年度目標の1,292人に対し、実績が1,267人となっており、計画を上回
りながら職員数の適正化が進んでいます。
　一方、平成26年度に引き続き一般職員として、新たな任用形態である
任期付短時間勤務職員を任用し、適正化計画の推進とともに組織力の維持
向上に努めています。
問い合わせ先　本庁舎職員課  0857-20-3108  0857-20-3040

※平成 24、25 年度の国家公務員給与は、臨時特例法案により平均
7.8㌫減額されています。
※カッコ内は、給与削減（平均３㌫カット）後のラスパイレス指数

※平成 26 年度より給与費に短時間勤務職員分を含んでいます。

※短時間勤務職員は含みません。

　
本
市
で
は
、
今
年
度
、
こ
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
や
社
会
情

勢
な
ど
を
踏
ま
え
、「
第
３
次
鳥

取
市
男
女
共
同
参
画
か
が
や
き
プ

ラ
ン
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
私
た
ち
一
人
ひ
と
り
が
、
性
別

に
と
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
そ
の

持
っ
て
い
る
個
性
や
能
力
を
生
か

せ
る
こ
と
が
、
私
た
ち
の
社
会
に

と
っ
て
大
切
な
こ
と
で
あ
り
、
今

後
も
一
人
ひ
と
り
の
意
識
改
革
が

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
向

け
て
、
何
よ
り
も
重
要
で
す
。

　
だ
れ
も
が
い
き
い
き
と
暮
ら
せ

る
社
会
を
め
ざ
し
て
、
と
も
に
考

え
、
み
ん
な
で
取
り
組
ん
で
い
き

ま
し
ょ
う
。

「
制
度
を
就
業
規
則
に
取
り
入
れ

て
い
る
」
と
答
え
て
い
ま
す
が
、

「
利
用
が
あ
っ
た
」
と
答
え
た
事

業
所
は
36
・
１
㌫
で
し
た
。

　
多
く
の
事
業
所
が
「
育
児
休
業

制
度
」
な
ど
を
就
業
規
則
に
取
り

入
れ
て
い
ま
す
が
、
実
際
に
は
制

度
が
あ
っ
て
も
「
収
入
が
少
な
く

て
休
め
な
い
」「
利
用
し
た
く
て

も
、利
用
で
き
る
環
境
で
は
な
い
」

「
仕
事
が
忙
し
く
て
休
め
な
い
」

な
ど
、
取
得
す
る
た
め
の
環
境
づ

く
り
が
ま
だ
ま
だ
十
分
で
は
な
い

こ
と
が
現
状
で
す
。

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実

現
を
め
ざ
し
て

じ ん
け ん

Vol.406
@
シリーズ

アンケートに見る
男女共同参画の意識・実態
問い合わせ先　本庁舎人権推進課  0857-20-3143  0857-20-3052

男
女
の
役
割
分
担
意
識

「
男
は
仕
事
、
女
は
家
庭
」
と
い

う
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
に
つ

い
て
、ど
の
よ
う
に
思
い
ま
す
か
。

　
こ
の
問
い
に
つ
い
て
、
全
体
で

は
、
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
反
対
、

ま
た
は
反
対
の
「
否
定
」
が
50
㌫

で
し
た
。
性
別
に
み
て
も
、
男
性

も
女
性
も
「
肯
定
」
よ
り
「
否
定
」

の
方
が
多
く
、
少
し
ず
つ
で
す
が

意
識
の
変
化
が
み
ら
れ
ま
す
。

　
し
か
し
、
性
別
だ
け
で
役
割
分

担
を
決
め
て
し
ま
う
慣
習
・
意
識

を
「
肯
定
」
す
る
人
は
全
体
で

17
・
３
㌫
で
あ
る
よ
う
に
、
人
々

の
意
識
の
中
に
今
も
依
然
と
し
て

根
強
く
残
っ
て
い
る
の
も
事
実
で

す
。

仕
事
と
生
活
と
の
バ
ラ
ン
ス

家
事
・
育
児
・
介
護
の
時
間
に
つ
い
て
、
あ

な
た
が
費
や
し
て
い
る
時
間
の
合
計
は
１
日

あ
た
り
に
す
る
と
ど
れ
く
ら
い
で
す
か
。

　
こ
の
問
い
に
つ
い
て
、
男
性
で

は
「
30
分
未
満
」
が
45
・
５
㌫
と

最
も
高
く
、
女
性
で
は
「
２
時
間

以
上
」
が
54
・
３
㌫
と
最
も
高
い

と
い
う
結
果
が
出
ま
し
た
。

　
近
年
は
家
事
な
ど
に
関
わ
る
男

性
も
増
え
て
き
て
い
ま
す
が
、
ま

だ
ま
だ
女
性
の
方
が
携
わ
る
時
間

が
長
い
よ
う
で
す
。

育
児
休
業
の
利
用
に
つ
い
て
、
家

族
で
育
児
を
す
る
必
要
が
生
じ
た

場
合
に
、あ
な
た
は
「
育
児
休
業
」

を
取
得
し
た
い
と
思
い
ま
す
か
。

　
こ
の
問
い
に
対
し
て
、「
給
与

の
補
償
が
あ
れ
ば
利
用
し
た
い
」

が
男
性
の
20
〜
40
歳
代
で
は
40
㌫

以
上
で
あ
り
、
女
性
の
30
～
40
歳

代
で
は
60
㌫
以
上
で
し
た
。
一
方

で
、男
性
の
30
～
40
歳
代
で
は「
給

与
の
補
償
が
あ
っ
て
も
利
用
し
に

く
い
」
と
答
え
た
人
が
20
㌫
以
上

あ
り
ま
し
た
。

　
市
内
の
事
業
所
で
は
、
育
児
休

業
制
度
に
つ
い
て
、
87
・
４
㌫
が

　
本
市
は
、
す
べ
て
の
人
が
性
別
に
と
ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
、
あ
ら
ゆ
る

分
野
に
参
画
し
、
そ
の
個
性
と
能
力
を
発
揮
し
、
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る

「
男
女
共
同
参
画
社
会
」
の
実
現
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。

　
今
後
の
施
策
お
よ
び
新
た
な
「
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
」
づ
く
り
の
た

め
、
平
成
26
年
11
月
～
12
月
、
市
民
２
０
０
０
人
と
企
業
５
０
０
社
を
対

象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
今
回
は
、
そ
の
調
査
結
果
の
主
な
も
の
を
抜
粋
し
て
紹
介
し
ま
す
。

0 20 40 60 80 100

30分未満

26.9％

1時間以上 2時間未満

54.3％11.9％4.1％

14.3％ 7.7％

1.8％

5.6％

27.9％

2時間以上

45.5％

30分以上 1時間未満

無回答
男性

（n=286）

女性
（n=387）

0 20 40 60 80 100

制度を就業規則に入れている

2.5％

制度を取り入れることとしている

1.0％
4.0％

1.0％

その他

87.4％

就業規則には入れていないが実施したことがある

制度を取り入れる予定はない

（n=198）

無回答
4.0％

（n=180）

0 20 40 60 80 100

利用があった
31.1％

対象者がなかった
32.8％36.1％

利用がなかった

0 20 40 60 80 100

同感

22.9％

どちらかといえば反対

22.3％15.0％

2.1％

31.1％

29.1％

0.9％

1.7％

26.0％

反対

13.8％

どちらかといえば同感

どちらともいえない

男性
（n=327）
女性

（n=437）

無回答
全体

（n=776）3.5％ 27.1％

5.5％ 2.1％

13.0％ 27.7％ 23.3％ 33.0％

◆育児休業制度の利用について 

◆育児休業制度について 

◆家事・育児・介護の時間について 

◆「男は仕事、女は家庭」の考え方について 
アンケート結果（一部）


